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要　旨

　「65 歳以上のひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」は他世帯類型と比べ，介護サー

ビスの利用が少なく，現役の未婚の子が主たる介護者となっている割合が多い点に特徴

がある．

　本研究では介護支援専門員を対象に，担当している「ひとり親と同居する未婚の子の

み世帯」についてインタビュー調査をおこない，この世帯の生活実態と介護実態，必要

な支援を明らかにすることを目的とした．そして介護支援専門員による必要な支援を明

らかにすることで，介護離職を防ぐ介護支援専門員の役割に注視して分析した．結果

は，必要な支援は【親に対する思い入れが強いことへの配慮】，【介護者がひとり故のリ

スク管理】，【離職防止の支援】，【他機関との連携を強化する支援】の 4 つに分類するこ

とができた．介護保険制度に介護の社会化の観点からも介護者支援のために家族アセス

メントを導入し，介護者支援を介護報酬とともに位置づける必要があることを提言する．

キーワード：ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯，介護支援専門員，介護者支援，

介護離職，離職防止

　Ⅰ　研究の意義と目的

　総務省就業構造基本調査によれば，15 歳以上人口の就業状況の調査では，介護をしている者

は 627 万 6 千人，そのうち 60 歳未満までの就労現役世代の有業者は 302 万 8 千人，無業者は 91

万 7 千人である1）．介護をしている就労現役世代の約 3 割弱は無業者である．さらに，2008 年以

降の 10 年間で「介護・看護のため」に離職した者をみると，2012 年が最多の約 10.1 万人，2016

年が最少の約 8.1 万人である2）．2016 年 10 月～ 2017 年 9 月の 1 年間に限っては，9 万 9 千人で，
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性別でみると男性は 2 万 4 千人，女性は 7 万 5 千人が「介護・看護のため」離職している1）．さ

らに，離職した者のうちその後の就業状況別にみると有業者は 2 万 5 千人，無業者は 7 万 5 千人

である1）．前職を離職後は有業者と比べて無業者となっている者の方が圧倒的に多い実態である．

　2015 年に第 2 次安倍政権が福祉対策として掲げた「介護離職ゼロ」は，介護の社会化の観点

からも介護者の介護と仕事の両立の問題として，日本社会における大きな課題となっている．厚

生労働省「家族介護者支援マニュアル」によれば，「介護離職防止」は家族介護者支援の最大の

課題であると記されている3）．そして白澤は，介護保険制度は要介護・要支援者の支援であるが，

家族への支援の視点がケアマネジメントに必要となっていると述べている4）．さらに斎藤は，介

護をおこない仕事との両立を切実な課題とする 30 代と 40 代の介護者は増加傾向で，介護者を支

援する仕組み作りが急務であり，介護者支援の視点が重要であると指摘している5）.

　国民生活基礎調査によれば，「65 歳以上のひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の全世帯に

占める世帯類型別の構成比は，1986 年から 2019 年にかけて，1.8 倍に増加し，総数では 4.7 倍

に増加している6）．親と同居する中年未婚者の就業状況について丸山は，30 代・40 代になると

未婚者の非正規労働者割合が増加し，35 ～ 39 歳以降では未婚者の非正規労働者の割合は総数の

2 倍以上にもなると示している7）．また藤森によれば，親などと同居する 40 代・50 代の未婚者

の約 2 割が無職者になっており，同無職者の女性の約 4 割，男性は約 2 割が無職の理由として

「親の介護などの家庭の都合」をあげている8）．そして藤森は親などと同居して「二人以上世帯

を形成する 40 代と 50 代の未婚者」は，親亡きあとに単身世帯となる可能性が高いことを指摘し

ている8）．笹谷は 2002 年から 2007 年までに，家族の介護を理由に離職した労働者は 56.8 万人に

のぼると指摘し，その理由は，2006 年に要介護者への生活支援サービスを制限する介護保険制

度改正の影響であると述べている9）．中年未婚者の増加状況を藤森は，総務省『国勢調査』の結

果を用いて，1995 年から 2015 年にかけて 40 代・50 代の未婚者のうち「親と同居する未婚者」

は，1995 年の 112 万人から 2015 年の 340 万人へと 3.02 倍に増加したと示している．ちなみに

2015 年現在，40 代・50 代人口に占める未婚者は 650 万人いるが，このうち 52.4％は親と同居し，

単身者 41.4％であることから未婚者は親と同居の割合の方が多い10）．

　同居家族がいる場合は介護サービス利用量に影響があり，家族が介護を担いサービスの利用控

えが生じる可能性が高く，杉澤らは，同居家族（未婚とは限らない）の有無で，在宅介護サービ

スの利用量に違いが生じ，支給限度基準額を介護ニーズ量とみなし，実際の利用額と介護ニーズ

量との乖離は，同居家族がいることと，年収 120 万円未満の要介護認定者や，介護者が家族介護

意識をもっている場合に生じると述べている11）．さらに国民生活基礎調査を，筆者が一人当たり

の平均介護サービス費用で世帯類型別に比較したところ，「ひとり親と未婚の子のみ世帯」は，1

割負担で 25,068 円と他の世帯類型と比べて最も低い利用料金であり，単独世帯では利用料金は，

29,137 円であった12）．そのため単独世帯と「ひとり親と未婚の子のみ世帯」の差は，4,000 円と

なる．このサービス費用の差のサービス分を，未婚の子が親に対して介護提供をしている可能性

がある．同調査13）を筆者が世帯類型別に要介護者の主な介護者の続柄でみたところ，「ひとり親
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と未婚の子のみ世帯」では，子が主たる介護者になる割合が 89.0％と最も高い水準となってい

た．事業者にサービスを託すより，未婚の子自らが介護を担っている可能性が高い．このこと

は，必要なサービスを利用できない背景が，世帯の低所得の問題にある可能性を示唆している．

世帯類型別の相対的貧困率は，阿部は 65 歳以上の者がいる世帯について，「ひとり親と同居する

未婚の子のみ世帯」は「単身世帯」の次に相対的貧困率が高いことを示している14）．また西は，

親と同居の壮年未婚者の完全失業率は 9.1％と高水準であると指摘している15）．

　従来の先行研究は，「ひとり親と未婚の子のみ世帯」について研究しているが，「要介護状態と

なったひとり親と未婚の子のみ世帯」については希少であり，時系列的には「ひとり親と未婚の

子のみ世帯」は今後介護が必要となっていく世帯であり，その世帯について研究することは必要

であると考えた．「ひとり親と未婚の子のみ世帯」に関して，知脇は「国民生活基礎調査」から

未婚の子を分析し，西は親と同居の壮年未婚者を「総務省の労働力調査」から分析している．

「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の親が介護が必要となった時に，介護者が仕事を継続

しながら介護をしていくことの実態を分析していく必要がある．

　厚生労働省が企業向けに発行しているマニュアルには，従業員の介護や手助けについての相談

先は勤務先が 7.6％に対して，介護支援専門員は 48.2% となっており，家族・親族に続いての相

談先となっている16）．このことから介護支援専門員の視点から調査することは意義があると考え

た．

　本来介護保険制度は，要介護認定を受けた利用者の自立支援をおこなうことを目的としてい

る．しかし介護支援専門員の介護者に対する支援は要介護者と同様に必要とされており，「ひと

り親と同居する未婚の子のみ世帯」は，未婚の子が介護を理由に離職するとその後貧困に陥る可

能性が高い世帯であるため，介護者支援について調査すべき意義があると考えた．介護支援専門

員は介護保険を利用している世帯に，原則 1 ヶ月に 1 回自宅に訪問しケアプランを作成する専門

職であるため，その特性から介護支援専門員は，介護保険サービスを通じて「ひとり親と同居す

る未婚の子のみ世帯」が抱える問題を早期に発見し，専門的な見地から介護者に対して必要な支

援を提案することができる．

　本研究では要介護認定を受けている「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」について，介護

支援専門員にインタビューすることにより，この世帯の生活実態と介護実態，ケアプランを通じ

て介護支援専門員がおこなっている支援を明らかにすることを目的とする．

　Ⅱ　研究の調査方法と分析方法

　１．調査方法

　筆者の勤務する同法人内居宅介護支援事業所の「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」を担

当している 9 人の介護支援専門員にインタビュー調査の協力を得た．調査期間は 2019 年 7 月 13

日から 9 月 2 日におこない，一人あたり 45 分から 60 分かけて半構造化面接を個別におこなっ
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た．インタビュー時に会話を UD トーク注 1）と IC レコーダーで録音し，UD トークで文字化され

た記録内容を IC レコーダーの録音内容と照らし合わせて逐語記録にした．

　インタビュー項目は介護支援専門員が「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に対して，ど

のような支援をおこなっているのかという視点で設定した．インタビューの項目は以下の 9 項目

である．1）介護支援専門員の属性，2）要介護者の家族への支援，3）「ひとり親と同居する未婚

の子のみ世帯」の生活実態・社会的孤立・離職について，4）ケアプラン作成する際に，他の世

帯類型と比較しての特徴，5）介護サービスの利用の特徴，多く利用するサービス，制限がある

サービスについて，6）未婚の子から離職の相談があった場合の対応，7）未婚の子の離職の決断

理由，8）仕事と介護を両立するにはどのように支援すればいいか，9）孤立しやすい親子の組み

合わせについて質問をおこなった．

　介護支援専門員は事前に担当している「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の経過記録を

読んで調査に臨んでもらった．現在担当している利用者と，過去に担当していた利用者の経過記

録を見ながらインタビューに答えた．介護支援専門員は，介護者が就労している世帯と離職して

いる世帯とを含めて答えている．

　２．分析方法

　インタビュー調査内容を，佐藤による質的データ分析法を参考に，質的記述的方法を用いて分

析した17）．まずデータの逐語記録を意味のまとまりでコーディングし，データの縮約をおこなっ

た．コード化したものを意味内容が類似するものでまとめて，サブカテゴリ，カテゴリ，分類へ

と生成していった．作成にあたり信頼性と妥当性を確保するため，研究協力者 4 人と分析をおこ

なった．

　３．倫理的配慮

　研究の趣旨，匿名性，任意性について書面と口頭にて説明し，同意書の記入にて同意とした．

本研究は筆者の所属組織の研究倫理審査委員会（2019 年 6 月 21 日，No2019-01）の承認と，日

本福祉大学倫理委員会（2019 年 7 月 11 日，No19-021）の承認を得ておこなった．

　Ⅲ　結果

　１．基本的属性

　介護支援専門員の属性は，9 人中女性が 8 人，男性が 1 人である．基礎資格は，看護師 3 人，

介護福祉士 3 人，社会福祉士 1 人，精神保健福祉士 1 人，ヘルパー 1 人である．経験年数は 10

年以上が 6 人，5 年未満は 3 人であった．
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　２．分析結果

　介護支援専門員からみた「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の生活実態，介護実態と，

介護支援専門員による支援をカテゴライズした．その結果，世帯の生活実態と介護実態はそれぞ

れ 2 つに分類ができた．この世帯の生活実態は，【孤立に陥りやすい生活】，【親と子の共依存の

生活】である．介護実態は，【サービスの利用控え】をしているため，【介護者の負担増加】が生

じていた．そして介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に必要な支援

は 4 つに分類することができた．4 つの支援とは，【親に対する思い入れが強いことへの理解】，

【介護者がひとり故のリスク管理】，【離職防止の支援】，【他機関との連携を強化する支援】で

あった．なお，分類は【　】，カテゴリは〈　〉，サブカテゴリは《　》，コードは「　」で記述

をおこなった．

　１）介護支援専門員からみた「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の生活実態

　（表 2）で示すように「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の生活実態は，2 つに分類され

た．【孤立に陥りやすい生活】，【親と子の共依存の生活】である．

　この世帯の生活実態は【孤立に陥りやすい生活】であり〈親子とも交友関係が少ない〉，〈自ら

他者と関わりを持たない〉実態があった．さらに〈他者を頼れない〉，〈介護が生活の中心の介護

者〉であるため，親子で孤立している生活となっていた．

　【親と子の共依存の生活】は要介護となっていても〈親が子の世話を継続〉し，未婚の子は

〈親から自立できていない生活〉を送っていた．〈親が子の世話を継続〉しているのは《離家経験

のなさ》から成人になっても親が子の生活の支援を継続していること，《親の収入で生活をする》

のは子が介護を理由に無職になる場合や，非正規雇用で収入が低い場合などがあった．また

8050 問題もこの世帯は抱えながら，親が要介護状態となっている実態もあった．〈親から自立で

きていない生活〉は《親が家事の中心者》で未婚の子の食事や洗濯を要介護状態となっても親が

おこなっていた．しかし，要介護が重くなって親が家事をできない状態になった場合，子がすぐ

にその家事分担をする生活に移行できないため，世帯として生活が成り立たなくなっていた．こ

（表 1）インタビュー対象者の基本属性

性別 年齢 介護支援専門員経験年数 基礎資格

a 女性 50 代 18 年 看護師

b 女性 50 代 16 年 看護師

c 女性 50 代 11 年 介護福祉士

d 女性 50 代 5 年 介護福祉士

e 女性 50 代 10 年 介護福祉士

f 女性 60 代 15 年 看護師

g 女性 50 代 1 年 ヘルパー

h 男性 40 代 4 年 社会福祉士

i 女性 60 代 18 年 精神保健福祉士
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のような状態に陥るのは，未婚の子が《親の老化が受け入れられない》ことが要因としてある．

そのため，家事ができないなど身体的な老化による親の変化を，介護支援専門員は客観的に未婚

の子に伝える支援をしていた．また《親と密着した関係》がこの世帯にはあるために，就労継続

するための制度を利用せず 2 人で判断して，介護を理由に《介護者の仕事への執着がない》未婚

の子は離職する場合があった．

（表 2）介護支援専門員からみた「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の生活実態

分類 カテゴリー サブカテゴリ コード

孤
立
に
陥
り
や
す
い
生
活

親子とも交友関係が少

ない

交友関係がほとんどな

い

「本人の交友関係はまったくないです」（c）「友人

関係がない息子って多い」（b）

事業者のみとの交流
「デイ利用時その時が，唯一介護者が他者と関わ

る時です」（c）

他者と関わりを持たな

い

今までの生活でも自分

から発信しなかった

「息子に，相談すればいいんだよ，言ってくれれ

ばいいんだよって言っても，その年までそうやっ

て生きて来たんだから，急に変わったりはできな

いね」（b）

社会と関わりを持たな

い

「外と関係を持ちたがらないお母さんで，息子さ

んも自分では関わりを持とうとしない」（h）

他者を頼れない

相談する相手がいない

「相談する相手がいないっていう点ではそうかな

とは思う」（a）「思いが強いというか，男の人に

そういう傾向が強いかな．いろんなところに相談

に行かない」（e）「息子は自分からは愚痴を言わ

ない」（d）

サービスを使わず自分

で介護する

「人に任せられない」（i）「介護のために仕事を辞

めている」（i）

ひとりで抱え込む
「一人で抱え込まれている人が実際多い」「近くに

いたって他の親族は結局手伝ってくれない」（d）

介護が生活の中心の介

護者

自分のことに目を向け

ない

「提案してものってこない．介護のことに集中し

て自分のことに目が向けられない」（e）

介護を仕事のようにお

こなう

「一つのやっぱり仕事として受け止めているのか

なあって思う」（d）

親
と
子
の
共
依
存
の
生
活

親が子の世話を継続

離家経験のなさ

「親子が離れた経験がない状態で，母親が息子の

面倒見ててそれがある時逆転するけども，完全に

逆転はできないよね」（i）「親から一旦離れて家か

ら出れば，そこで個人の関係を作ってくれるとか

それがないから，親に左右される」（c）「親が引

きこもりの子の世話をしている」（d）

親の収入で生活をする

「親が収入があったりすると，子供が無職で介護

に専念っていうパターンもある」（a）「どっちが

先かわかんないですけど，親がお金があるから仕

事やめちゃう」（h）「本人が働かなくても何とか

そのお母さんの年金で生活ができていた」（h）
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親
と
子
の
共
依
存
の
生
活

親から自立できていな

い生活

親が家事の中心者

「要介護者が入院によって生活がちょっと崩れ

ちゃったって」「母親が家事をしているから，息

子が生活できない」（d）「家事は全部親がやられ

てるので，洗濯したりご飯やったり，お母さんの

ことをやってあげることが億劫になって」（d）

親の老化が受け入れら

れない

「親の加齢の状態はそうではなく違うかなとか

思っても，介護者は自分で思い込む」（a）

親と密着した関係

「密着じゃないけどベタベタしているっていう表

現がいいのか」（e）「ずっと一緒にいるから，お

互い依存しあっているかんじ」（b）「ずっと親と

子の関係で親に従うみたいな」（g）

介護者が仕事への執着

がない

「介護のために無職になってしまうというケース

もある」（b）「仕事には執着しないというか，仕

事より介護を選ぶ場合もある」（i）「自分が介護を

するために仕事を辞めちゃった」（i）「サービスを

使うんじゃなく自分が見ますって言う」（i）

注）コードの（　）内は，被験者の介護支援専門員を指している．

　２）介護支援専門員からみた「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の介護実態

　（表 3）から「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の介護実態は，【サービスの利用控え】

をしているため，【介護者の負担増加】が生じていた．【サービスの利用控え】は〈安価なサービ

スの利用〉をする世帯が多く，通所サービスや福祉用具貸与が好まれて利用されていた．サービ

ス利用については，〈経済的な負担が大きい〉こともあり，介護支援専門員は必要と思うサービ

スも，利用料金との兼ね合いで提案できない場合も生じていた．【介護者の負担増加】では，〈介

護者が一人で介護することが基本〉であるが，〈身体ケアは事業者に任せやすい〉実態があった．

未婚の子は親が要介護状態となると，同居しているのが自分ひとりのため《自動的に介護者に

なってしまう》が，一方で親の介護を《他人に任せられない》傾向があるため，《介護が優先す

る》し，離職を選択することがあった．また《同居家族がいるため，生活支援は利用不可》であ

るため，訪問介護の身体介護は利用できるが，生活支援は未婚の子がひとりでおこなうことに

なっていた．そして身体介護は介護者では十分出来ない場合が多いため，介護支援専門員はサー

ビスを事業者に任せられるプランを組んでいた．

（表 3）介護支援専門員からみた「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の介護実態

分類 カテゴリー サブカテゴリ コード

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
控
え

安価なサービスの利用

通所を利用し，機能低

下を防止する

「認知症になってもらいたくないとか，リハビリ

に重点を置く方が多いかな」（d）

福祉用具レンタルの希

望

「最低限の福祉用具ぐらい．ベッドと車椅子ね．

要望があるから」（c）

経済的な負担が大きい 低所得の問題がある
「介護の費用が捻出できなくって」（i）「経済的に

余裕があるんだったらショートを勧める」（a）
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負担限度額認定証の非

該当

「働いていると限度額認定証が取れない場合が多

い．ショートステイの利用料が高くなってしまう」

（e）

お泊まり通所介護の利

用

「結構高くなるからその辺もどうかなと思って，

お泊りデイを勧めたり」（a）

介
護
者
の
負
担
増
加

介護者が一人で介護す

ることが基本

自動的に介護者になっ

てしまう

「一人親と未婚の子供っていう世帯だと，子が主

な介護者にどうしてもなってしまう」（b）

他人に任せられない
「自分がやりたいんだと思うし，人にやってもら

いたくない．身の周りのことを頼みたくない」（d）

介護が優先する

「やむなく無職になるみたいなところがあるけど，

そういう選択をするっていうか，親を看たいから」

（i）「極端な言い方をするとサービスも必死で使っ

て働く気になれば働ける人が，いろんな理由で仕

事を取らず介護を取る」（i）

同居家族がいるため，

生活支援は利用不可

「同居家族がいるから，ヘルパーは使えない」（d）

「同居している家族がいるとヘルパーの利用が介

護保険上できないから，通所系を利用する」（a）

身体ケアは事業者に任

せやすい

身体介護は訪問看護師

に任せる

「息子さんの場合は身体的な介護が必要だともう

できないですね．訪問看護師にやってもらってい

る」（d）

医療系のサービスは利

用する

「本当に腹水もたまったり，いろいろしてた人で

した．本人に訪問看護が入ることで，健康状態の

チェックができるので」（f）

健康状態のチェックは

サービスに任せる

「健康上の理由で訪問看護を入れている」（f）

注）コードの（　）内は，被験者の介護支援専門員を指している．

　３）介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に必要な支援

　（表 4）で示す介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に必要な支援

は，【親に対する思い入れが強いことへの配慮】，【介護者がひとり故のリスク管理】，【離職防止

の支援】，【他機関との連携を強化する支援】の 4 つに分類ができた．

　【親に対する思い入れが強いことへの配慮】は，〈子の思い込みがある〉，〈親の意見が過剰に尊

重〉をケアプラン作成時に介護支援専門員は感じているため，【介護者がひとり故のリスク管理】

が必要という支援につながっている．そして〈介護者の健康維持のためにも支援が必要〉であ

り，〈本人より介護者中心のプランになりがち〉なのは，介護者がひとりであるため介護者が介

護できない状態になると，ひとり親の生活が成り立たなくなるためである．また【離職防止の支

援】では〈就労継続を意識したプラン作り〉をおこない，〈介護者の相談相手となる〉ように

《要介護者と介護者の支援は一緒に考える》対応をおこなっていた．〈介護状態が悪化したことへ

の対応〉では《仕事に支障がでる》，《急な呼び出しの対応》，《夜間の介護負担》があり，この状

態が続くと離職を考えるきっかけになるとのことであった．また〈親のサービス利用の受け入

れ〉では《親がサービスを拒まない》ことや《親を説得して利用》することにより，子が安心し

て仕事ができるように支援をしていた．さらに【他機関との連携を強化する支援】では，介護保
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険制度以外にこの世帯に対して，〈職場の理解を得ることを勧める〉ことや〈事業者を有効活用

する〉ことで，介護支援専門員以外の関係者とも連携を図るようにしていた．また〈地域サービ

スの利用を勧める〉ことにより，介護支援専門員以外の支援者との繋がりが持てるように支援し

ていた．

（表 4）介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に必要な支援

分類 カテゴリー サブカテゴリ コード

親
に
対
す
る
思
い
入
れ
が
強
い
こ
と
へ
の
配
慮

子の思い込みがある

要介護者よりも家族支

援の方が難しい

「要介護者よりも家族支援が難しいかなって感じ

てる．当然，家族の支援は必要かなと思って」（a）

子の親に対する思い込

みがある

「お母さんの考えてることは，私の考えてること

みたいなふうになっちゃう．一体化しちゃう部分

がある」（a）

親の意見が過剰に尊重

サービス利用に対して

こだわりが強い

「親子でしかいないから，2 人だけだから．私の思

い込みかもしれないけど，こだわりが強いですね」

（a）

親の意見を尊重し過ぎ

る

「子供としては，母親の言う通り実現するように

動く」（a）「必要なことでも，何でも無理をさせ

ていないので，親が「お風呂に入らない」って

言って 1 年入ってなかった」（g）「息子が母親の

ことを尊重してしてる．母親がもう嫌だって言っ

たらそれ以上はしない」（g）

介
護
者
が
ひ
と
り
故
の
リ
ス
ク
管
理

介護者の健康維持のた

めにも支援が必要

介護者が疲弊すると親

に満足なサービスがで

きない

「家族が疲弊してしまうと，その対象の利用者さ

んに満足なサービスができない．上手に家族に関

われることと，やっぱり家族が健康であると利用

者さんが良い環境でいられる」（h）

介護者の心身が健康で

ないと，人の介護は困

難

「介護者が肉体的にも精神的にも健康でないと，

人の介護は困難だっていうふうに思っている．そ

ういう場合には，仕事は続けてくださいねって

言っている」（b）

本人より介護者中心の

プランになりがち

介護者の意向によるプ

ラン作成

「結局その家族の意向を重視していかないと，家

族の手を借りないと生活できない」（e）

介護者が疲弊しないプ

ラン作成
「家族が疲れちゃったら本人にもよくない」（e）

介護者がひとりしかい

ない

「この人しかいないなら，この人が駄目になった

ときにどうしたらいいのかって」（b）「別居家族

で誰かいるかとか，そういうことにリスク管理を

して気をつけている」（b）

離
職
防
止
の
支
援

就労継続を意識したプ

ラン作り

働く世代の就労を意識

する

「仕事のことはやっぱり気にしますよ．働く世代

であれば，基本働くべきだろうなって」（i）「経済

的に自立するという意味で，やっぱり働くべきで

はないか」（i）

就労継続を意識した

サービス

「特にある程度動ければ訪問介護もね，制約がか

なりあるけれども」「昼間に長い時間対応してく

れるひとがいれば，そのことによって安心して働

ける」（i）
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離
職
防
止
の
支
援

就労に合わせたサービ

ス調整

「送迎を仕事の時間に合わせて，なるべく後にし

て欲しいとか．時間とか曜日ですね」（h）

デイの必要性が高い
「子供が働きやすいようにサービスを変える．デ

イの利用が多い」（h）

就労を支援する
「未婚だろうが未婚じゃなかろうが，仕事をして

れば仕事は続けて欲しいと思ってる」（e）

介護と仕事の両立を望

む

「介護を原因で辞めなくてもいいように，プラン

を作りたいなとは思う」（e）

介護者の相談相手とな

る

キーパーソンに何か

あったとき，相談する

人がいない

「キーパーソンに何かあったとき，それ以外で相

談する人がいないということがあった」（a）「相

談先がない人が多い．そういう時代じゃないかな」

（f）「キーパーソンに何かあったときに，気をつ

けなくてはいけない」（a）

要介護者と介護者の支

援は一緒に考える

「要介護者のプランには家族への支援も一緒に

くっついてくるかなって感じ」（c）「頭の中の整

理ですけど必要というよりも，その利用者とその

家族はもう 1 セットってね」「ちゃんと考えない

と生活を理解できない」（i）

悩みを積極的に聞く

「キーパーソンがはっきりしている分，何かあっ

たときに相談を聞くしかない」（c）「あなたが仕

事を続ける上で何が困難になってますかって，聞

くようにしている」（b）

介護状態が悪化したこ

とへの対応

仕事に支障がでる

「介護をするってことで，仕事に支障が出るって

ことですよね」「通常のサービスで回っていけば

いいけど，事業所に来てくださいとか．緊急出動

にならなきゃいけないとき」（h）

急な呼び出しの対応
「デイに行っててもすぐ呼び出されるとか，体調

崩して病院に連れていくから来てほしいとか」（h）

夜間の介護負担

「夜ね多分寝られるかどうかわかんないよね．精

神的肉体的ストレスもあって，介護はやめられな

いから仕事はやめるしかない」（i）

親のサービス利用の受

け入れ

親がサービスを拒まな

い

「本人がショートステイを拒んだりして利用でき

なかったり」（a）

親を説得して利用

「仕事と介護の両立は難しくなってて，親に対し

て私も仕事しないといけないからお願いねみたい

にね」（b）

他
機
関
と
の
連
携
を
強
化
す
る
支
援

職場の理解を得ること

を勧める

職場に介護をしている

ことを報告する

「働いている人だと会社に伝えていくってこと．

今，親がこんな状況でこんなことがあるかもしれ

ませんとか」（h）「職場の理解はすごく大きいか

なあって」（b）

会社で利用できる制度

を利用する

「ちょっと自分だけで抱え込まずに，会社に相談

をすることですかね」（h）

事業者を有効活用する

必要なサービスを利用

する

「介護度でも変わってくると思う．仕事を続けた

いと思ったら，サービスを組み合わせて．介護者

の強い気持ちがあればね」（f）

施設入所を利用する 「経済的事情があれば，施設入所を紹介する」（i）
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他
機
関
と
の
連
携
を
強
化
す
る
支
援

サービス事業者の理解

を得る

「不信感になっちゃったら，それこそ孤立しちゃ

うから，事業者との理解を図るようにする」（i）

介護を妥協して任せる

「介護者側のある程度の妥協が増えないと受け入

れられないだろう」（i）「完璧求める人が多い．完

璧で自分がやってたことと同等の事を止めると，

そうなると絶対にね，頑張っても上手くいかない

んだよね」（i）

サービス事業者を信用

する

「事業者を信用しないと満足感が介護者に持てな

い」（i）

地域サービスの利用を

勧める

地域とのつながりを利

用する

「地域にサロンとかっていっぱいあるから，地域

の力を活用するとか」（h）「民生委員さんとか，

よくあの回ってくれたりとかするんです．そうい

う方とも連携をとっていく」（h）

介護保険以外のサロン

も利用

「食事はデイサービス週 2 回使って取れるし，サ

ロンにも顔出してそこで食べて」（f）

注）コードの（　）内は，被験者の介護支援専門員を指している．

　Ⅳ　考察と結論

　以下，分析結果から介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の生活実

態と介護実態，この世帯に必要な支援を明らかにした．

　１．「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の生活実態

　この世帯は孤立に陥りやすく，親と子の共依存の生活実態があった．このことは親が要介護状

態になる前から世帯内で 2 人のみの関係で生活を成り立たせ，親が子の生活全般を支援し，子は

親に依存した生活を送っていた実態があったからである．「一人で抱え込まれている人が実際に

多い」ことや「近くにいたって他の親族は結局手伝ってくれない」など，他者に頼らず《ひとり

で抱え込む》生活をしている．「人に任せられない」ことで《サービスを使わず自分で介護する》

こともある．要介護者に必要なサービスを受けないまま介護を継続している可能性があった．

「提案してものってこない．介護のことに集中して自分のことに目が向けられない」ことで，目

先のことで精一杯な生活を送っていることが伺われる．

　親子の関係が「ある時逆転するけども，完全に逆転はできない」ため，親である「要介護者が

入院によって生活がちょっと崩れちゃって」とか，「母親が家事をしているから息子が生活でき

ない」などの事態が起きている．「息子に相談すればいいんだよ，言ってくれればいいんだよっ

て言っても，その年までそうやって生きてきたんだから，急には変わったりできないね」と《今

までの生活も自分から発信しなかった》生活であった．また「親に収入があったりすると，子供

が無職で介護に専念っていうパターンもある」．親なきあとの自分の経済的な生活設計まで考え

が及んでいないのではないかと考察した．
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　２．「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」の介護実態

　この世帯は，サービスの利用を控えていたために，介護者の負担増加になっている介護実態が

あった．それは「介護の費用が捻出できなくて」など世帯の低所得の問題がある．そのため「最

低限の福祉用具ぐらい」と，費用を考慮したケアプラン作成を介護支援専門員はおこなってい

た．またショートステイを利用する場合，介護者が「働いていると負担限度額認定証が取れない

場合が多い」など補足給付の軽減がないため，利用料が高くなり結果的に利用控えとなってい

た．

　介護支援専門員は，介護者自身が「自分がやりたいんだと思うし，人にやってもらいたくな

い．身の周りのことを頼みたくない」，「やむなく無職になるみたいなところがあるけど，そうい

う選択をするっていうか，親を看たいから」と介護を優先している介護実態を指摘している．し

かし「健康上の理由で訪問看護を入れている」など身体的なケアは業者に任せて，それ以外は介

護者がひとりで介護をすることが基本になっているために，介護負担が増加している．

　介護費用も生活費も親の収入で賄っている低所得世帯が多いため，介護支援専門員は未婚の子

に介護負担がかからないよう提案しながらも，サービス費用を考慮するケアプランを作成してい

る．親の収入に頼って生活している場合は，サービスを利用するより未婚の子は介護を自分で担

おうとしていた．そのことにより，介護費用を抑えようとしているが，利用を控えることで介護

負担が増加する悪循環に陥る場合もあった．訪問介護の生活支援は同居家族がいると利用制限

注 2）があり，利用範囲が介護者支援の目的でも利用できれば，介護負担軽減になるのではないか

と考察した．

　３．介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に必要な支援

　この世帯は，【親に対する思い入れが強いことへの配慮】が他類型の世帯と大きく違う支援で

あると，介護支援専門員は指摘している．「要介護者よりも家族支援が難しいかなって感じてる．

当然，家族の支援は必要かなと思って」と，介護支援専門員がまず介護者である未婚の子の親へ

の思い入れが強いことを配慮しないとこの世帯と信頼関係が得られず，必要なケアプランを作成

することが困難となっていた．【介護者がひとり故のリスク管理】では「家族が疲弊してしまう

と，利用者さんに満足なサービスができない．上手に家族に関わることと，やっぱり家族が健康

であると利用者さんが良い環境でいられる」など，要介護者のためにも未婚の子の健康維持には

支援が必要であると考えていた．介護者がひとりしかいないが，リスク管理を介護者自身でおこ

なえていない場合が多く，介護支援専門員がリスク管理を行わざるを得なかった．そのため，介

護者の現病歴の把握や通院先の病院の把握もおこなっていた．未婚の子はひとりで親の介護をお

こなっているため，未婚の子が入院する必要があると，介護者不在となり利用者の生活が成り立

たなくなるためである．

　【離職防止の支援】は介護と就労を継続するには，「昼間に長い時間対応してくれる人がいれ

ば，そのことによって安心して働ける」など，介護者の仕事に合わせたケアプラン作りの支援を
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おこなう必要がある．「あなたが仕事を続ける上で何が困難になっていますかって，聞くように

している」など相談相手となっている．この世帯は他者を頼れない生活実態があるため，介護者

が相談してくれる関係作りをすることは，介護支援専門員にとって必要な支援となっていた．

【他機関との連携を強化する支援】は，介護支援専門員以外に相談できるよう，介護者の職場に

介護をしていることへの理解を求めるよう勧め，事業者を有効活用することや地域サービスの利

用を勧めることをおこなっている．介護保険制度の枠組みでは介護者支援は組み込まれていない

が，介護者支援は必要となっていることは明白である．

　４．今後の課題

　介護者が介護離職をするかどうかの選択に，家族構成による違いが影響を及ぼしており，男性

の方が女性より配偶者や子どもがいた方が，離職に歯止めがかかると推察される．男性では，配

偶者・子どもがいる就労継続者の割合は 85.8％であるが，介護専念者の就労継続者は 50.0％と

35.8 ポイントも差がある．就労継続者は子どものいる割合が 75.3％で，介護専念者では子ども

のいる場合は 43.4％と比較して 31.9 ポイントも高い割合を示している．介護者に子どもがいる

場合は，養育費や教育費が必要であり，そのために就労継続が必要であると推察される19）．この

ことからも，「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」は離職に歯止めがかかりにくい世帯であ

るため，介護離職を選択しやすいという課題がある．

　介護保険制度は要介護認定を受けている利用者のための制度であるため，介護者のためのサー

ビスではない．しかし，介護離職防止の観点からも，要介護者と介護者の双方に支援が必要と

なっている．

　湯原らは，「介護を担ったとしても自らの人生をあきらめることなく，社会から孤立しない状

態を作り出す支援が必要である．一見，安定しているように見える家族介護者も，将来の不安な

ど精神的な悩みを抱えている可能性もあるので，支援を要する存在と認識することは必要であろ

う．」と述べている18）．

　白澤は，「介護保険制度はケアマネジメントも含めて，被保険者でもある家族介護者に焦点を

当てた支援を強調していくことが必要である．（中略）介護保険制度やそれを支えるケアマネジ

メントにおいて家族介護者を支援する視点が必要になる．」と指摘している4）．

　湯原らと白澤の指摘にもあるように，今回の研究対象である「ひとり親と同居する未婚の子の

み世帯」いう特徴的な世帯だからこそ，社会的孤立の問題や介護離職の問題が顕著に結果として

出たと考えられる．このことからも介護支援専門員はケアプランを作成する際に，介護者支援の

視点が必要であることは明白である．

　厚生労働省が作成した「家族介護者支援マニュアル」は，介護保険制度が普及し，現制度の対
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応をどう補完し，家族介護者支援の充実を目指すことができるのか，さらに介護に伴う離職を防

止する支援・施策をどう構想することができるのかなど，地域包括支援センターの担当者向けに

発行されている．マニュアルによると家族介護者支援の考え方と手法は，第 1 に，介護者アセス

メントの考え方を導入する必要がある．第 2 に，介護者アセスメントで明らかになった介護者の

支援ニーズを実現するには，多様な専門職の支援ネットワークが必要．第 3 に，地域づくりを家

族介護者支援の考え方として重視している．第 4 に，これからの支援施策を企画し，実現するた

めの協議の場を作ることが重要となる．と 4 つの考え方を軸として，その主導性を自治体行政担

当者に求めている．

　介護の社会化を目指す観点から，親の介護のために仕方なく離職する介護者がいるのは，介護

保険制度の目的に反していると言わざるを得ない．離職の最大のきっかけは，「自分以外に介護

をする人がいない」であり，介護専念者の女性の 5 人に 1 人は「自分で介護をしたかった」であ

る．また介護専念者の 5 割強は介護開始から 1 年以内に離職している19）．現役である未婚の子が

離職すれば親亡きあとに単身世帯となる可能性が高く，経済的に困窮する可能性が高い．

　そこで介護保険制度に介護者支援のために，介護支援専門員による家族アセスメントを導入

し，介護者支援を位置づけることが重要となる．そして介護者支援の必要な世帯について，地域

包括支援センターと一緒に取り組める制度作りが必要である．現在虐待ケースや困難事例は地域

包括支援センターに報告することになっている．それと同等に家族支援が必要な世帯は地域包括

支援センターへ報告し，介護支援専門員と地域包括支援センターの職員が連携し，離職防止の対

策が取れる仕組みが重要である．その際，介護報酬に介護者支援を行った場合の報酬を位置づけ

る必要があることを提言する．
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注

１）UD トークとは，視聴覚障害の方が利用出来るアプリで，トーク内容を文字化することができるもの

である．

２）同居家族などがいる場合の生活援助等の取り扱いは，当該家族等の障害，疾病等の理由により，当該

利用者または当該家族等が家事を行うことが困難であるものに対しておこなわれるものとしており，介

護給付が可能となっている．同居の家族がいる場合に，「生活援助は利用できない」と規定されていな

いが，それはやむを得ない事情と判断されたときに限るとされている20）．



35

介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯」に対する必要な支援

・引用・参考文献リスト

１）総務省統計局（2018）『平成 29 年就業構造基本調査結果の概要』．

２）総務省統計局（2008）（2012）（2016）『就業構造基本調査』．

３）厚生労働省（2018）「家族介護者支援マニュアル」．

４）白澤政和（2019）『介護保険制度とケアマネジメント』中央法規．247-48．

５）斎藤真緒（2011）「男性介護者の介護実態と支援の課題―男性介護ネット第 1 回会員調査から―」『立

命館産業社会論集』12 月．

６）厚生労働省（2016）「国民生活基礎調査」．

７）丸山桂（2016）「中高年未婚者の就業状態と老後の所得保障」『年金研究』No.3，42-77．

８）藤森克彦（2017）『単身増加社会の希望』日本経済新聞出版社．

９）笹谷春美（2012）「ケアをする人々の健康問題と社会的支援策」社会政策学会誌『社会政策』4（2），

53-67．

９）杉澤英博・深谷太郎・杉原陽子・石川久展・中谷陽明・金恵京（2007）「介護保険制度下における在

宅介護サービスの過少利用の要因」，『日本公衛誌』49（5），425-36．

10）藤森克彦（2019）「中年層の単身世帯が抱える生活上のリスクと求められる対策」『家族社会学研究』

31（2），172-89．

11）知脇希（2016）「未婚の子と就業と親介護」『生活社会科学研究（23）』31-40．

12）厚生労働省（2019）「国民生活基礎調査」介護票第 60 表．

13）厚生労働省（2019）「国民生活基礎調査」介護票第 54 表．

14）阿部彩（2018）「日本の相対的貧困率の動態：2012 年から 2015 年」科学研究費助成事業（科学研究費

補助金）（基盤研究（B））「「貧困学」のフロンティアを構築する研究」報告書．

15）西文彦（2016）「親と同居の壮年未婚者の最近の状況」第 68 回日本人口学会大会，1-31．

16）厚生労働省　「平成 27 年度 仕事と介護の両立支援事業 両立支援実践マニュアル」介護離職を予防す

るための仕事と介護の両立支援対応モデル．

17）佐藤郁哉（2008）『質的データ分析法　原理・方法・実践』新曜社．

18）湯原悦子・伊藤美智予・尾之内直美（2012）「家族介護者からみたケアマネジャーの支援」『日本福祉

大学社会福祉論集』127．

19）「仕事と介護の両立と介護離職」に関する調査（2014）明治安田総合研究所．

20）介護報酬の解釈（2018）QA 法令編　Q14　345．


